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１ は じ め に
防疫を中心に伝染病予防に尽力した内務省衛生局は, 明治後期から大正
期にかけて ｢予防行政｣ に力を入れ始める｡ ここでいう ｢予防行政｣ とは
｢治療行政｣ に見られるような病後の対応を主とした行政ではなく, 病気
にならないための施策の強化を意味する
(１)
｡
従来の研究では, 結核や寄生虫病に見られる慢性伝染病への対応として
の ｢予防行政｣ の展開が論じられることが多かったが
(２)
, 『東京都衛生行政
史』 が指摘するように
(３)
, この時期の内務省衛生局は ｢母子｣ 及び ｢乳幼児｣
の保健にも関心を寄せていたのである｡ 明治後期から大正期にかけて, 諸
外国と比較する中で日本の ｢乳幼児｣ の死亡率が高かったためである
(４)
｡
内務省衛生局の危惧は, 大正５年に設置された保健衛生調査会でも共有
され, その設置当初より, ｢乳幼児｣ の死亡率の低減に向けた対応が目指
された｡ そして同会の議論は, ｢小児保健所｣ の設置の必要性を導くので
ある｡ この保健衛生調査会が打ち出した ｢小児保健所｣ 構想に関しては,
｢小児保健所の構想はまことに卓越したもの
(５)
｣ との評価がなされる一方,
内務省衛生局とのかかわりについては, いまだ解明されていない点が少な
くない｡
内務省衛生局の衛生行政が従来の防疫から ｢予防行政｣ へと展開してい
く中で, 保健衛生調査会は設置され, そして同会の議論を経る中で ｢小児
保健所｣ 構想が打ち出されたことに鑑みれば
(６)
, 同省衛生局の動向を軽視す
ることはできない｡ そこで本稿では内務省衛生局との関係を踏まえながら
｢小児保健所｣ 構想の意義について考察を加えることとしたい｡
2 保健施策への関心の高まりと保健衛生調査会
住民の ｢健康保護｣ あるいはコレラをはじめとする伝染病対策に奔走し
てきた内務省衛生局は, 伝染病予防規則を制定するも
(７)
, 以降の行政実務に
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おいて伝染病予防上の責任者が不明確であるとの指摘がなされるようにな
り, 明治30年, 後藤新平は内務省衛生局長として同規則の改正を支持し,
伝染病予防法の制定を実現した
(８)
｡
伝染病予防法が制定されたことで, コレラ, 赤痢, 腸チフス, 痘瘡, 発
疹チフス, 猩紅熱, ジフテリア, ペストが法定され, その予防のことが示
された｡ これら伝染病予防上の責任者となったのは地方長官であり, その
判断の下において伝染病患者の有無の確認, 祭礼や興行など人々の集まり
の制限, 飲食物の販売や授受の禁止もしくは廃棄, 井戸や厠の新設・改築,
あるいは廃止や使用中止などの処置をとることが求められるようになった｡
後藤新平衛生局長の部下として同法制定に尽力した林茂香は, この厠の改
廃などを ｢衛生警察事務｣ として位置付けた
(９)
｡ 同法では地方長官が ｢衛生
警察事務｣ の処理, すなわち ｢衛生警察権｣ を行使することで伝染病予防
上の効果が高まるとされたのである｡
しかし明治後期以降, 同法に掲げられた伝染病による被害だけでなく,
らいや結核, 花柳病などの慢性伝染病によるものが無視できない状態となっ
ていた｡ そこで衛生事務を所管する内務省は, これら慢性の伝染病予防や
住民保健の進展を期すべく新たな機関の設置を決めた
(10)
｡ これが大正５年に
設置される保健衛生調査会である｡ 『医制百年史』 ではこの保健衛生調査
会設置を, ｢国民の健康状態, 国民の健康を損う原因及びその除去に必要
な事項並びに健康の保持増進に必要な事項を統計学的学術的に調査研究す
るため, 各方面の専門家を委嘱して組織されたもの｣ であり, ｢わが国に
おける従来の伝染病予防を主とする消極的衛生行政が国民の健康増進を目
的とする積極行政へと進展して行く端緒｣ をなすものとして高く評価する
(11)
｡
あるいは内務省衛生局の官吏として衛生行政の実務に携わった亀山孝一が
説明するならば次ようになる
(12)
｡
保健衛生調査会は大正五年六月勅令第百七十二号保健衛生調査会官制を
以て組織せられたものである｡ 本会は内務大臣の監督に属し国民の保健
衛生に関する事項を調査審議するのである (同官制第一条)｡ …… (中
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略) ……本会は我が国民の衛生状態が良好ならざることを憂慮し之れが
改善即ち国民の健康を毀損すべき原因の制遏除却に必要なる事項並に国
民の健康保持増進に必要なる事項を調査考究せんが為めに大正五年朝野
各方面の専門家を委嘱して設けられたものである｡
『医制百年史』 や亀山の評価からするとこの保健衛生調査会は, ｢積極
行政｣ や ｢健康保持増進｣ 等に必要とされる事項の ｢調査考究｣ 機関であっ
た｡
大正５年６月27日, 保健衛生調査会官制が公布され
(13)
, これを受けて同年
７月８日, 内務省会議室において第一回保健衛生調査会の開催となった｡
当日は一木喜徳郎内務大臣が列席し, 一場の訓示をなした
(14)
｡ この中で一木
はこの保健衛生調査会の開設を ｢私 (一木―筆者注) ノ深ク欣幸ト致ス所｣
として評価したのち, 乳児から壮年者にかけての死亡率が増加している点
をまず問題視する
(15)
｡
我邦ノ衛生上ノ施設ハ年ト共ニ進歩致シテ居リマスルノニ拘ハラス之ヲ
統計ニ徴シマスルト一般ノ死亡率ハ却テ増加ノ傾向ヲ示シテ居リマス就
中乳児, 幼児, 青年者, 壮年者ノ死亡率ニ至リマシテハ著シク増加ノ傾
向ヲ呈シテ居リマス
これに続けて, 結核, 花柳病, らい, トラホーム, 精神病による患者の
動向にも関心をもち, 対応策を求め, 加えて ｢国民ノ体格｣ の低下に関し
ても無視できないとした｡ こうした中で ｢国民ノ衛生ノ実状及ヒ其不良ヲ
来シマスル所ノ原因ヲ探査致シテ進テ是カ予防制圧ノ方法ヲ攻究致シ又国
民ノ健康保持ニ必要ナル事項ヲ調査致シマシテ諸般衛生上ノ改善ニ資スル
ト謂フコトハ実ニ目下ノ急務デアル｣ ことから同会が設置されたことは意
義のあることと認める｡ そして学理と実際とを以て ｢乳児｣ や ｢幼児｣ の
死亡率の上昇など ｢衛生問題｣ に対処するための ｢最善ナル方法ヲ計画｣
することが重要としたのである｡
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一木の理解では同会の役割は住民の ｢健康保持｣ のための調査とここか
ら導かれる課題およびそれへの ｢最善ナル方法ヲ計画｣ することであった｡
『北里研究所二十五年誌』 は同会について ｢我国の保健状態の現状に鑑み,
国民の保健上の欠陥並びに其の防遏に必要なる事項等を調査して対策を定
むる目的を以つて, 大正五年内務省内に官制により設けられた｣ とする
(16)
｡
一木や 『北里研究所二十五年誌』 の見解に注目するならば, ｢予防行政｣
の進展のためには, 同会による ｢衛生問題｣ への調査・課題の確認・対策
という作業が重要とされるようになったといえよう｡
一木の訓示ののち, ｢差当リ調査研究スヘキ重要ナル問題｣ として以下
の点が確認されると第一回保健衛生調査会は閉会した
(17)
｡
①乳児, 幼児, 成年者, 壮年者ノ死亡原因及之カ防遏ノ方法
②肺結核, 花柳病, 癩等ノ予防撲滅
③飲食物殊ニ営養物ノ廉価供給方法
④都市農村ニ於ケル生活改善等
一週間後, 第二回目の保健衛生調査会が開催された｡ ここでは今後の調
査事項の調整に着手され, さらに４日後の７月19日, 保健衛生調査会特別
委員会をもって高木兼寛を委員長として ｢保健衛生調査会調査事項｣ の検
討が進められることとなり, ７月22日の第三回保健衛生調査会においてそ
の結果が報告された
(18)
｡
高木は特別委員会においては, 政府当局者の意向を踏まえ, ｢乳児, 小
児, 青年者, 壮年者ノ死亡原因等ヲ根本的ニ調査スル｣ 必要があり, 傍ら
｢著シク国民ノ健康ニ害ヲ与フル肺結核, 花柳病, 癩, 精神病ノ予防撲滅
方法, 飲食物殊ニ栄養物ノ廉価供給方法及農村ノ衛生状態等ハ凡テ調査研
究ノ必要アリト認｣ め, 加えて議会等において結核対策の法制化等の議論
が持ち上がった際には内務省として結核被害の状況を説明しなければなら
ない事情や予算の動向を勘案した結果, 全会一致で以下の８項目を議決し
たとする｡
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議案 保健衛生調査会調査事項
一, 乳児, 幼児及学齢児童
二, 肺結核
三, 花柳病
四, 癩
五, 精神病
六, 衣食住
七, 農村衛生状態
八, 統計
この高木が示した ｢特別委員会 (案)｣ に関しては, 当日, 以下の通り
修正が加えられた｡
議案第二項 ｢肺結核｣ トアルヲ ｢結核｣ ト修正シタシト述ヘ多数賛成ア
リ之ニ可決セリ…… (中略) ……第一項 ｢乳児幼児, 及学齢児童｣ トア
ル ｢乳児, 幼児, 学齢児童及青年｣ ト修正セントスル議題ニ就キ可否ヲ
起立ニ問ヒタルニ起立者多数ニテ可決セリ
結局, 第三回会議を通じ, 同会の調査事項は以下の通り決した｡
保健衛生調査会調査事項
一, 乳児, 幼児, 学齢児童及青年
二, 結核
三, 花柳病
四, 癩
五, 精神病
六, 衣食住
七, 農村衛生状態
八, 統計
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調査事項の決定を見たことにより, それに合わせて部会が設置されるこ
ととなった｡
第一部 (乳児, 幼児, 学齢児童及青年)
第二部 (結核)
第三部 (花柳病)
第四部 (癩)
第五部 (精神病)
第六部 (衣食住)
第七部 (農村衛生状態)
第八部 (統計)
部会の設置が決定するとこの日は閉会となったが, 各部会ではその直後,
｢主査｣ の互選に着手し, 次の者を選任した｡
第一部 三宅 秀
第二部 北島多一
第三部 山根正次
第四部 山根正次
第五部 伯爵 柳澤保惠
第六部 男爵 高木兼寛
第七部 渡邊勝三郎
第八部 伯爵 柳澤保惠
なお今回, 閉会直前になって ｢乳児, 幼児, 学齢児童及青年｣ の後に
｢保健衛生｣ を加えることが提案されたことから, 閉会後, 第一部会はこ
の提案を取り入れることに決し, その調査事項は ｢乳児, 幼児, 学齢児童
及青年ノ保健衛生｣ となった｡ ここに保健衛生調査会が活動するための準
備が整った｡
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保健衛生調査会はこれが設置された年の活動を振り返り, その期待され
る役割を次のようにまとめている
(19)
｡
国民健康ノ状態ヲ更ニ精細ニ調査シ国民ノ健康ヲ毀損スヘキ原因, 其ノ
制遏除却ノ必要ナル事項, 並国民ノ健康保持ト増進トニ必要ナル事項ニ
付之カ調査攻覈ヲ要スルハ勿論殊ニ乳児幼者青年者壮年者ノ死亡率増高
ノ原因ヲ調査シテ之カ防遏ノ方策ヲ定ムルノ外国民保健上最モ重要ナル
関係ヲ有スル肺結核花柳病癩等ノ予防撲滅飲食物殊ニ営養物ノ廉価供給
方法, 都市農村ニ於ケル生活改善ノ研究等ハ孰レモ当然企画セラルヘキ
事項ナリト信ス
｢乳児幼者青年者壮年者ノ死亡率増高ノ原因ヲ調査シテ之カ防遏ノ方策
ヲ定ムル｣ ことに加え ｢国民保健上最モ重要｣ として結核やらいの ｢予防
撲滅｣ が取り上げられ, さらに飲食物, 都市と農村の生活改善等に言及さ
れる｡ 『内務省史』 は ｢当時は国民に広く蔓延していた結核・寄生虫・性
病等の慢性伝染病や母子保健がとりあげられるようになった｣ と振り返り
(20)
,
『厚生省五十年史』 は, 結核やトラホーム対策, 寄生虫病対策, ｢乳児｣ の
死亡率をめぐる改善策の検討等を取り上げ, 大正期に入り内務省の衛生行
政において全般的に ｢積極的な施策が検討・実施｣ されるようになったと
する
(21)
｡ 『内務省史』 や 『厚生省五十年史』 では, 結核や寄生虫病対策, ｢母
子保健｣ などが並列的に論じられてきたのである｡ しかし内務技師として
内務省衛生行政に携わった氏原佐蔵は, 保健衛生調査会が ｢最も力を児童
保護に致さんとした｣ とする
(22)
｡ 実際に保健衛生調査会では設置当初より
｢殊ニ乳児幼者青年者壮年者ノ死亡率増高ノ原因ヲ調査シテ之カ防遏ノ方
策ヲ定ムル｣ ことが当会の役割だとして ｢児童保護｣ の必要性を取り上げ,
またその後もそれへの関心を持ち続けていた｡ 例えば大正９年９月14日開
催の同調査会本会議では ｢児童及妊産婦保健増進ニ関スル件｣ が審議に付
され, 都市に ｢育児相談所｣ を設置して, 住民の育児に関する相談又は
｢児童｣ の健康診断に応じること, もしくは ｢育児上ノ指導ヲ与｣ えるこ
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と, 当該相談所に ｢巡回員｣ を設置し ｢家庭ヲ直接訪問｣ することで ｢妊
産婦及児童ニ対シ衛生上ノ注意及指導ヲ与｣ えること, ｢産院育児相談所
其ノ他適当ト認ムル場所｣ において ｢育児用牛乳供給所｣ を設置し ｢育児
用牛乳ヲ無料又ハ廉価ニテ供給｣ すること, などが ｢可決確定｣ している
(23)
｡
従来の研究で, ｢児童｣ の問題が軽視されていたということを指摘する
ことは適当ではないが, 保健衛生調査会の議論や実際に内務技師として衛
生行政に携わった氏原の指摘を踏まえるならば, 従来の研究が想定する以
上にこの ｢児童｣ の問題は同会の活動において重要視されていたことを改
めて確認することができるのである｡
３ 内務省衛生局と ｢児童｣ の保護
(1) ｢児童保護｣
保健衛生調査会同様, 内務省衛生局も ｢児童｣ の保護を実現するべく,
種々の活動に取り組んでいた｡ その一つの表れが ｢内務省主催児童衛生展
覧会｣ の開催である｡
同展覧会は内務省が ｢児童に関する衛生思想を普及｣ し, ｢第二国民の
保健増進に資｣ せんがため, 大正９年10月23日～11月22日の期間, 東京教
育博物館において開催したものである
(24)
｡ ｢展覧会趣旨書｣ には ｢欧米に於
ては夙に意を児童衛生に注ぎ, 鋭意之が刷新改善に力め, 為に各国に於け
る幼児死亡率は年々逓減し, 延いて総死亡率低下の趨勢を見るに至れり｣,
一方で日本では ｢幼者の死亡率歳々逓増｣ し, ｢文明国中殆んど他に比類
なきを見るに至｣ るとあり, このことから内務省衛生局としてはこうした
事態を看過することができず, ｢児童に関する衛生思想｣ の普及のため,
この展覧会の開催を実現したのであった｡ この展覧会では付帯事業として,
毎日午後より６歳未満の児童の身体検査を行い, 又土曜日及び日曜日には
講演会や幻燈映写会も行われた
(25)
｡ この展覧会は頗る盛況となり, 11月15日
に閉会するという当初予定は22日まで延期された｡ ｢観覧者｣ は約25万人,
健康診断を受けた児童は2,164人, 一日平均77人を数えた
(26)
｡ 内務省衛生局
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はこうした展覧会の地方での開催も呼びかけたことから
(27)
, この展覧会が閉
会するとその翌年には早くも室蘭において ｢室蘭児童衛生展覧会｣ が開催
される｡ この展覧会を主催した室蘭区連合衛生組合は ｢本道ニ率先シテ児
童衛生展覧会ヲ開催セラレ本日盛大ナル式典ヲ挙ゲラレタルハ大ニ吾人ノ
欣快トスル処ナリ｣ とした
(28)
｡ 内務省衛生局の ｢児童｣ の保護を進めようと
する試みは, 地方への広がりをもたらしていたのである｡ そして同局の活
動はこれにとどまるものではなかった｡ 大正11年３月に氏原佐蔵内務技師
の行った内務省講習会は, 同局が ｢児童保護｣ の必要性を重要視している
ことの証左であった
(29)
｡ この氏原の講演要旨は大日本私立衛生会により 『妊
産婦及児童保健に関する社会施設』 として残されている
(30)
｡ そこでこの氏原
の講演について検証することとしよう｡
氏原は１歳未満の ｢乳児｣ の死亡率が西欧諸国にあって ｢何れも漸次減
少の傾向を示すにも拘らず, 独り吾国のみは依然として此率低下せざるの
みならず寧ろ未だ増加せんとするの状況｣ にあることを問題視し, ｢現下
文明各国に於て国民保健に関する懸案中特に社会の注意を惹ける重要問題｣
の一つが ｢児童｣ の保護であるとする｡ また氏原はこの ｢児童｣ の保護を
実現するには, ｢母性の保護・妊孕の関係及び妊産婦保護等の如きを離れ
て到底之が効果を収め難い｣ との認識から, ｢母性保護｣ より説くことが
重要とした
(31)
｡ 内務省衛生局が ｢児童｣ の保護を重視した理由は, ｢児童｣
は ｢極めて抵抗が弱いにも拘らず彼らを愛する保護者なくば自ら其身を保
護することが出来ない｣ ためであり, 加えて国家的見地より ｢彼等の一人
を生かし之を育てることは人口政策上極めて重要であり, 又彼等を健康に
成長せしむることは, 剛健なる第二の国民を作る上に於て最も必要なる｣
ためであった
(32)
｡
氏原は ｢児童｣ について以下のように整理する
(33)
｡
児童と云へば出生後一週間以内を初生児 Neugeborene. 生後一箇年未満
乳児夫れより義務教育年齢に達するまでを幼児 Kleinkinder.
六箇年の義務教育を受けつつある期間を学齢児童 Schulkinder義務教育
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終了後より破瓜期に達するまでの期間を少年と云ふ, 此の少年は独逸語
の Schulentlassene Kinder又英語の Post-school age. 即ち義務教育卒業
後の児童を意味するものである｡ 児童保護は少くとも叙上の□間を通じ
て行はれなければならない
｢児童｣ は, ｢出生後一週間以内｣ の ｢初生児｣, ｢生後一箇年未満｣ の
｢乳児｣, ｢義務教育年齢に達するまで｣ の ｢幼児｣, ｢六箇年の義務教育を
受けつつある期間｣ にある ｢学齢児童｣, ｢義務教育終了後より破瓜期に達
するまでの期間｣ にある ｢少年｣ より構成されていた
(34)
｡ そしてこの ｢児童｣
に ｢母性保護｣ を合わせて, ｢児童保護｣ とする立場を氏原, そして内務
省衛生局は採用したのであった｡
｢児童保護｣ を内務省衛生局の立場として強調しなければならない背景
として, ｢妊産婦及児童保護の真意が良く領解｣ されておらず, その中で
も特に ｢其の (｢児童保護｣ ―筆者注) 関係保健衛生方面に重きをなすこ
とに注意されているのは更に少｣ ないという当時の日本の状況があった｡
同局としては ｢国家として人口政策を確立し行かんとせば此点に最も力を
注｣ ぐ必要があったのである
(35)
｡
氏原の講演中, ｢母性保護｣ とは ｢母性の福祉増進Maternity welfare事
業｣ のことであり, 妊婦, 産婦, 及び産褥婦の保護を含意した
(36)
｡ そして英
国やフランス, ドイツといった西欧諸国ではこうした ｢母性保護｣ を進め
るため, 病院などの ｢社会施設｣ は日本よりも充実していた｡
｢母性保護｣ を進める一方, ｢児童｣ への直接的保護については, ｢児童
の福祉増進 Child welfare事業｣ が含意され, その範囲は ｢極めて広汎｣
であった｡ そこで ｢児童保護｣ を進めるにあたり, ｢幼少なる児童ほど最
も重大なる意義を有し, 年長となるに従って他動的保護の必要は漸次減じ
て行く｣ との立場がとられていた
(37)
｡ そのため氏原は ｢児童｣ を ｢乳児｣,
｢幼児｣, ｢学齢児童｣, ｢少年｣ に分け, それぞれの段階で必要とされる
｢保護｣ について検討しているのである｡
｢乳児保護｣ のためには西欧諸国の動向から ｢乳児相談所｣, ｢授乳賞与
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金｣, ｢乳汁金庫｣, ｢良乳供給所｣, ｢良乳供給施設｣, ｢乳児院｣ の整備を重
要とした｡ ｢乳児相談所｣ は, ｢産科院を退院する母親に対し四週間後には
其の乳児と共に必ず乳児相談所に来れと命｣ じ, ｢乳児｣ の診察や授乳を
奨励し, あるいは母乳による授乳が困難であるときは ｢母乳の補給として
与ふべき乳汁に付き注意｣ を与えた｡ ｢授乳賞与金｣ は母乳による育児の
奨励をなすものであり, ｢乳汁金庫｣ は母親へ ｢補助金｣ を付与するため
の制度であった｡ ｢児童｣ が ｢乳児｣ の期間, この制度により母親は労働
への従事から解放されるとしたのである｡ ｢良乳供給所｣ は, ｢乳児｣ 用の
乳牛より摂取し, 滅菌処理した ｢良乳｣ を供給することを予定し, ｢良乳
供給施設｣ は ｢良乳｣ を摂取するための ｢乳牛｣ を管理する｡ これら ｢良
乳施設｣ は多くは公営であるとされていた｡ そして ｢乳児院｣ は ｢託児所｣
とは異なり ｢昼間のみならず夜間も (｢乳児｣ を―筆者注) 留め或は永続
して受託保育｣ をなしていた｡ ここには ｢有料又は無料で健康なる乳児或
は病乳児及び病後衰弱児等を別つて入院｣ させた｡ 内務省はこうした ｢社
会的施設｣ を活用することで, ｢乳児｣ の健康管理を実効あるものとし,
｢乳児｣ の死亡率の減少を予定したのである
(38)
｡
｢幼児保護｣ の ｢最も代表的施設｣ は ｢託児所｣ と ｢幼稚園｣ であった｡
これらには健康なる ｢幼児｣ が収容され, 前者が, 多くは ｢労働婦人｣ の
｢児童｣ が利用し, 後者が ｢学齢前の児童に対する教育所｣ であり, ｢幼児
中の年長者｣ に対して ｢予備的教育に保育を兼ねて行ふ所｣ であった｡ 加
えて ｢幼児保護｣ のため ｢児童院｣ も用意される｡ これは先の ｢乳児院｣
と ｢同一の性質｣ を有していた
(39)
｡
｢学齢児童｣ には ｢身体的発育を助成すべき栄養と, 疲労を恢復すべき
休養｣ とが頗る重要であった｡ 他方で病弱児や精神病者等には, ｢結核児
童保養所｣ や ｢精神病院｣ などの活用が想定される｡ そして ｢少年の保護｣
のためには ｢身体的鍛錬に意を注ぎ栄養と相俟って個体の発達完成に努め
る｣ ことを奨励する
(40)
｡
氏原は各国の趨勢を見ながら, このように ｢児童保護｣ のための施策を
志向するのであるが, これを具体化するためには, ｢施設上の実際問題｣,
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すなわち ｢衛生行政方面の基礎施設｣ と ｢実際的施設｣ について踏まえる
ことが肝要とした｡
｢衛生行政方面の基礎施設｣ は, さらに ｢行政機関の系統｣ と ｢智識普
及施設｣ とに分類される｡ まず ｢行政機関の系統｣ については, 英国, フ
ランス, スイス, オーストリア, ドイツ, そして米国の動向が勘案され,
これらの諸国の内, スイスと米国以外の国は, 英国の ｢衛生省｣, フラン
スの ｢衛生・公助及社会救済省｣, オーストリアの ｢国民保健院｣, ドイツ
の ｢国民福祉省｣ が設置されているが如く, ｢児童保護｣ は中央政府の関
与の下に進められていることが強調される｡ 翻ってわが国は以下のようで
あった
(41)
｡
大正７年に新官制が成って保健衛生調査に関し専任職員が置かれること
となり, 余も (氏原―筆者注) 其の一員として専心斯界の為に微力を致
すようになり, 大正９年９月当時の第一部会に ｢児童及妊産婦保健増進
に関する件｣ として諮問し審議を重ぬるに至ったのが発端となって大に
社会の注意を惹き, 爾後時勢の要求と相俟って大正10年に衛生局分課規
定改正され調査課が独立すると同時に保健課に ｢妊産婦及児童衛生に関
する事項｣ なり一項が加へられた, 茲に於てか衛生局で此方面にも力を
注ぐことを表明さるに至った次第である
保健衛生調査会の活動と連動しながら ｢児童保護｣ が内務省衛生局でも
重要視されるようになり, その結果, 今回の氏原の講演につながったとい
うことである｡ この時, 氏原は西欧諸国の事例に倣いながら, 中央と地方,
双方において ｢衛生行政機関の拡張｣ を実現し ｢児童保護｣ を所管する部
局を設置することを望んでいた
(42)
｡
｢行政機関の系統｣ に続き ｢智識普及施設｣ の取り組みが必要であるこ
とも示される｡ ここでの ｢施設｣ とは, ① ｢専務医員補習教育｣, ② ｢巡
回講師養成｣, ③ ｢保健的身体鍛錬方法指導員養成｣, ④ ｢産婆及看護婦養
成｣, ⑤ ｢看護婦及家政補助婦養成｣, ⑥ ｢専務事務員養成｣, ⑦ ｢処女及
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既婚婦に対する補助教育｣, ⑧ ｢宣伝及び刊行物｣, であった｡ これら ｢施
設｣ が要請される背景には ｢児童保護｣ のための ｢事務員｣ もしくは ｢有
素養者｣ の不足があった｡ そのため氏原は ｢中央及地方共に心掛け其の人
(有素養者―筆者注) を得る｣ ことが必要であり, 加えて ｢一般公衆に向っ
て之 (｢児童保護｣ ―筆者注) に関する知識普及に付て努むる所がなけれ
ばならぬ｣ としていた
(43)
｡
｢衛生行政方面の基礎施設｣ を論じた氏原は, 今度は ｢実際的施設｣ に
ついて言及する｡ 全国的には工場法や健康保険法等により幼年者や婦女労
働者の保護のことが取り上げられ, 地方に目を転じれば産院などが設置さ
れているが, 氏原は将来に向かって系統的に ｢児童保護｣ のための ｢施設｣
を整備することが必要とする｡ ここでは ｢乳児｣ や ｢幼児｣ の別に応じた
｢施設｣ の検討ではなく, ｢妊産婦｣ と ｢児童｣ という視点から必要とされ
る ｢施設｣ が紹介される｡ 内務省衛生局は複眼的観点に立ち ｢児童保護｣
のための ｢施設｣ を検討していたのである｡
まず ｢妊産婦｣ の保護という視点から用意することが求められるのは①
｢妊婦相談所｣, ② ｢産院｣, ③ ｢産婦保養所｣ であった
(44)
｡
①妊婦相談所
：妊婦の下に ｢巡回看護婦｣ (米国における所謂 Visiting Nurse) が赴き
妊娠分娩の心得を説き, 入院の必要あれば入院を勧め, 妊娠５ヶ月を
経過すれば ｢妊婦診察所｣ に一ヶ月少なくとも一回なるべく出頭の上
受診せしめるようにし, 妊婦が健全に分娩期に達し得るよう為さしめ
る｡
②産院
：分娩は自宅で行う者が多い現状において ｢貧困又は私生児等の関係で
分娩を自宅ですることを非常に苦しむ場合｣ の収容を想定する｡ ここ
には ｢派出産婆｣ や ｢家政補助婦｣ を置いて妊婦の分娩に資するもの
と期待される｡
③産婦保養所
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：｢私生児の母に対する保護所｣ として期待される｡
また ｢児童｣ の保護のためには以下の ｢施設｣ の活用が予定された
(45)
｡
①乳児院
：健康及び病弱児を保護するための ｢施設｣ であり, ここには診療所,
相談所及び事務室用の本館と昼夜を通じて ｢乳児｣ を収容すべき ｢健
康乳児部｣ と ｢病的乳児部｣, 及び単に日中のみ外部の ｢乳児｣ を預
る ｢昼間乳児保育部｣, そして ｢良乳供給所｣, ｢洗濯乾燥室｣ 等を設
置する｡ 職員には ｢医師｣ (院長), ｢看護婦｣, ｢保育婦｣ 及び若干の
事務員を要する｡
②公設良乳供給所
：｢医師｣ と ｢保育婦｣ が設置され, ｢医師｣ の診察を受け, 発育状況及
び健康状況に応じて牛乳が供給される｡ 貧困者にはそれを無料とする｡
③児童相談所
：乳児期若しくは満２歳以後の児童の健康及び保育に関する相談相手と
なる場所である｡ ｢訪問看護婦｣ を設置し管区内の児童衛生状態を巡
回観察する｡ 健康相談事業以外に, ｢児童給食所｣ を併置することが
望ましいとされる｡
④託児所
：｢職業婦人｣ のため ｢児童｣ を昼間のみ預り, 母親に代り保護する場
所である｡ 当面, 満４歳までは ｢託児所｣ を利用し, その後は ｢幼稚
園｣ を利用するのがよい｡ ｢託児所｣ の規格は多様な形態が観察され
ている｡
⑤学童保護施設
：学校を ｢あらゆる伝染性疾患の媒介所｣ とみなし, ｢児童｣ を伝染病
から保護するため, ｢家庭訪問員制度｣, 学校給食, 洗濯所, 学校に設
けられる浴場を利用し, ｢児童｣ の栄養状態や健康状態を管理する｡
⑥病弱時及異常児の保護施設
(桃山法学 第32号 ’20)210
：｢身体的及精神的方面｣ の別に基づき ｢結核児童｣ や ｢病後児童｣,
｢精神病児｣ 等の保護を図る｡
⑦児童の積極的身体鍛錬
：｢児童｣ は ｢大事にしすぎる｣ のではなく, ｢栄養を与へ激しき外界の
変動を調節し, 外襲性悪疫の防止に努むるのみにして, 他はなるべく
自然の力に任すようになすべき｣ とする｡ また ｢児童｣ の動きやすい
衣服, 新鮮な大気, 住居, 運動する場所等にも注意が必要とされる｡
氏原の内務省講習会での議論を振り返るならば, 内務省衛生局が ｢母性
の保護｣ 及び ｢児童の保護｣ を ｢施設｣ の観点から種々検討していたこと
が判明するのである｡
(2) ｢小児保護｣
氏原の講演にとどまらず, その他にも内務省衛生局が諸外国の ｢児童保
護｣ に関する動向について調査を進め, 関心を持ち続けていたことを確認
することができる｡ 同局により作成された大正13年の 『欧州各国に於ける
母性及小児の保健施設』 は, この衛生局の動向を知る手掛かりとなる
(46)
｡
ここでは氏原の講演において見られたように, ｢児童保護｣ は ｢母性の
保護｣ を離れて実現することは困難であるとの理解は変わらないが, 氏原
が ｢幼少なる児童ほど最も重大なる意義を有し, 年長となるに従って他動
的保護の必要は漸次減じて行く｣ としたように, この大正13年の調査・研
究は, 児童にあってより幼少の ｢小児｣, すなわち ｢乳児及学齢前の幼児｣
の保護が特に必要であるとされた
(47)
｡ 内務省衛生局は ｢児童｣ の中でも ｢小
児｣ の保護をいかに効果あるものにするかを検討するため, 西欧諸国の動
向に注目していたのである｡
｢小児｣ の保護を図ろうとする内務省衛生局では, ｢小児｣ の死亡率が
高い国においては ｢一般死亡率亦高きを免れぬ｣ とのことから, ｢母性及
小児の保健増進を図るは独り小児の健全なる発育上必要｣ であるだけでな
く, ｢国民健康の基礎を確立し国民保健の上進を期すべき根本方途なる｣
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との理解があった｡ こうした傾向は ｢海外文明国｣ においても観察される
ものであり, ｢近時母性及小児の保健増進を目して重要なる国務の一とし
国民保健事業｣ に取り組んでいるとする｡ ドイツやオーストリア, 英国の
動向について比較検討してみると, これらの国では第一次世界大戦を経験
することで, 人口問題への関心が高まり, ｢病弱, 貧困の如き特殊者の治
療若は救済｣ を目的とする ｢消極的施設｣ だけでなく, ｢広く一切の母性
及小児を対象｣ とした ｢予防的積極的施設｣ の整備が進んでいた
(48)
｡ 例えば
ドイツでは, ｢乳児死亡防止研究機関 『カイゼリン, アウグステ, ヴィク
トリア院』｣ と称する ｢中央研究所｣ もしくは中央の ｢一大調査機関｣ を
設置し, 各地方と連携しながら ｢乳児死亡防止に対する地方の活動力の分
散を防ぐと共に之を指導するを以て最善の方法｣ としていた
(49)
｡ 衛生局はこ
の ｢中央研究所｣ について, 有能でかつ事務上の能力を有した ｢才幹ある
医学者｣ を長とし, その下に研究能力のある職員を配し ｢保健上, 交通上,
地形上, 最も適当なる敷地を選び建物は建築学上最新の技術を適用し, 採
光, 換気, 暖房を始め各般の衛生的要求に応じたもので此所で母性及小児
の保健に関し組織的に広く調査研究を竭すと共に其の結果を直接応用実験
して世人に向ふ所を示し且母性及小児の保健事業に従事し又は従事せしむ
べき職員の補習養成をなし尚広く一般国民に対して育児思想の啓発普及を
図る目的の下に引続き事業を継続し其の成績大に見るべきものがある｣ と
する
(50)
｡ このドイツの取り組みは ｢全世界の注目を惹いている｣ と同局官吏
たちには映っていた｡
ただ, その一方で内務省衛生局では, ｢小児の保健施設として広く各国
に普及し最も代表的｣ なものは, ｢小児保健所 (Infant-Welfare-Center)｣
又は ｢小児相談所 (Infant Consultation)｣ であるとしていた｡ これらの組
織は国情を反映するものの, 共通するのは以下の点であった
(51)
｡
一定の区域を画し人類の内最も死亡者の多き乳児及学齢前の幼児につき
普く各方面の事情を参酌し絶へず適切なる観察指導を講ずるものである
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ここでは ｢観察指導｣ を効果あるものとするために小児科医等の活用が
予定される｡
観察指導に当たる職員としては小児科若は其の素養ある医師並健康児及
病児の取扱につき相当素養ある保護婦一人を置き設備としては相談室,
控室, 体重測定室等二三の部屋を備へ隔日, 一週一, 二回又は一ヶ月二,
三回等定期に之を開き来所する小児の体重, 身長の測定を始め身体検査
を施し其の発育状態につき精細なる記録を作り栄養, 被服其の他日常の
保育方法につき個別的に指導し注意を与ふるのみならず保健婦を派して
小児ある家庭を訪問せしめ実地につき親しく適切なる指導をなす事が保
健所本来の職分である
保健所は小児科医と ｢保護婦｣ とが ｢小児｣ の発育・健康上の ｢記録を
作｣ り, 日常生活指導について ｢指導｣ もしくは ｢注意｣ を与え, ｢保健
婦｣ の家庭訪問を実施するところであった｡ また保健所は育児に関する
｢講習会, 講演会, 展覧会｣ などを行い, ｢印刷物を頒布｣ し, 裁縫や料理
の実習指導を行うこともあった｡ ところでこうした ｢施設｣ はともすると
都市部が優先される傾向にあるが, ｢母性及小児の保健｣ は ｢農村に於て
都市に譲らざる重要問題｣ であり, そのため農村衛生対策の一環として
｢センタア｣ を設置し, あるいは ｢センタア組織｣ の ｢自動車隊｣ を組織
して ｢農村の巡回訪問｣ を行う必要も認められていた｡ こうした取り組み
を通じて ｢山間の僻地｣ に至るまで ｢小児保健｣ のことが知られるように
なったことを内務省衛生局は西欧諸国の事例を通じて学んでいたのである
(52)
｡
この保健所の経営に当たっては地方の公共団体等が主として担うのであ
るが, 国も国費をもって補助を与える点が紹介される｡ 内務省衛生局の調
査では, 英国が, 保健所の経営にあたり必要となる国庫補助に最も力を入
れていた｡ その割合は保健所経営の ｢二分の一の補助｣ であった｡ 英国で
は政府が ｢小児福祉事業｣ として ｢適当｣ と認めることで国庫補助がなさ
れるのであるが, ｢保健所 (Center) 及保健訪問員 (Health Visitor)｣ への
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国庫補助はほぼ認められていた｡ 内務省衛生局ではこの英国の取り組みを
｢普通教育の如く小児の保健を図るを以て国家の義務なりとする観念であ
る｣ と評価し, その効果としては ｢欧州諸国に於ける小児の死亡率は著し
く減少し延いて一般死亡率の低下を招来し漸次国民保健の改善を実現しつ
つある｣ とした
(53)
｡ そしてこうした諸国の動向は ｢小児死亡の極めて多数に
して一般国民の体格体力の劣弱なる我国｣ にとって ｢参考となり指針｣ と
なる点を同局は強調する
(54)
｡
内務省衛生局は, 欧州の動向を勘案しながら, 人口政策上, ｢児童保護｣,
とりわけ ｢小児保護｣ の必要性を理解し, その実現に向けた取り組みを検
討していたのである｡ 同局が最も関心を寄せたのは ｢小児保健所 (Infant-
Welfare-Center)｣ の役割と機能であった｡
４ ｢小児保健所｣ 構想
内務省衛生局が ｢児童保護｣ をめぐって海外の動向を調査し, その結果
をまとめたのが大正13年６月のことであったが, その実現のために ｢施設｣
を整備しなければならないという衛生局の関心は保健衛生調査会でも共有
される｡ その結果, 同会は同年12月５日, ｢小児保健調査研究機関ノ設置｣
及び ｢小児保健所の設置｣ が必要であるとの見解を明らかにした｡ 内務省
衛生局が ｢小児｣ の保護実現のため, 西欧諸国の動向を整理する中で二つ
の取り組み, すなわち ｢一大調査機関｣ の中央政府における設置と住民の
｢観察指導｣ への試みに注目していたことについては前章で確認した通り
である｡ 保健衛生調査会の議論は内務省衛生局の調査および研究結果と重
なるように進んでいたのであった｡
同会の議論は内務大臣に対する ｢乳児及幼児ノ死亡率低減ニ関スル方策
如何ニツキ答申ノ目的ヲ以テ｣ なされた｡ 大正13年12月５日, 午後２時よ
り内務省会議室において, その答申案をまとめるべく開催された同会特別
委員会の出席者は以下の通りである
(55)
｡
(桃山法学 第32号 ’20)214
委員長 伯爵 柳澤保惠
委員 瀬川昌世
北島多一
佐伯 矩
唐澤光徳
三宅 秀
横手千代之助
野田忠廣
二階堂保則
亀田豊次郎
古瀬安俊
山田凖次郎
幹事 湯澤三千男
小濱浄鑛
内務技師 氏原佐蔵
前章で見たように内務省にあって諸外国における ｢児童保護｣ の動向に
造詣の深い氏原佐蔵も今回の答申をまとめる際のメンバーであった｡ ここ
に内務省衛生局の方針や海外の動向に関する情報は, 氏原を介して保健衛
生調査会と接続した｡ 同会の審議過程において内務省衛生局の関心を反映
することのできるチャネルは存在していたのである｡
審議の結果作成された ｢乳児及幼児ノ死亡率低減ニ関スル答申案｣ では,
｢小児｣ 死亡者の総死亡者に占める割合が約４割に達し, 中でも生後１歳
未満の死亡者のそれに占める割合が２割５分となっていることを取り上げ
ながら, ｢小児保健｣ が必要であることが述べられていた
(56)
｡
惟フニ広ク一般国民ノ保健ニ関係アル諸般ノ事情ハ小児ニ対シ其ノ影響
特ニ顕著ナルカ故ニ小児ノ死亡率ヲ減少セシムヘキ根本策ハ一般国民ノ
生活状態及其ノ環境ヲ改善シ国民ノ衛生思想ヲ進ムル等国民保健ニ影響
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スル一般条件ノ改善ニ俟タサルヘカラスト雖教育ノ旺盛ナル小児ノ時代
ニ於テ及フ限リ避ケ得ヘキ不良ナル原因ヲ除去シ積極的ニ其ノ健全ナル
発育ヲ遂ケシムルノ方法ヲ講スルニ於テハ小児死亡率ノ減少ニ対シ顕著
ナル効果アルノミナラス其ノ影響長ク存続シ国民体位ノ向上ヲ期シ得ヘ
キハ欧米諸国ニ於ケル施設ノ跡ニ徴スルモ疑ヲ容レサル所ナリトス故ニ
小児ノ死亡夥多ナル我カ国ニ於テハ一般衛生施設ノ改善ヲ期スヘキハ論
ヲ俟タスト雖特ニ小児保健ニ関シ一般ノ自覚ヲ振起スルト共ニ最モ有効
適切ナル方途ヲ講スルノ要アリ
その結果, 保健衛生調査会は, ① ｢小児保健調査研究機関｣ 及び② ｢小
児保健所｣ の設置を求めたのである｡
ここで①が有益であるのは以下の点であった
(57)
｡
中央ニ此ノ種調査研究機関ヲ設置シ各種ノ機関ト連絡提携シテ小児ノ死
亡原因, 之カ防遏除却進ンテ之カ健康増進ノ方法等ニツキ一定方針ノ下
ニ組織的ニ遍ク調査研究ヲ竭シ其ノ成果ハ之ヲ実地ニ適用シ学俗ノ連絡
調和ヲ図リ世人ニ向フ所ヲ示スヲ可トス而テ此ノ調査研究ノ機能ニ加フ
ルニ小児ノ保健事業ニ従事スヘキ職員ノ補習養成並ニ一般国民ニ対スル
育児思想ノ啓発普及ヲ図ラシメ以テ一層本機関ノ社会的機能ヲ発揮セシ
ムルヲ要ス
①の試みは, ｢独, 墺二国ノ事例ニ依ルモ此ノ種機関ノ設置カ小児保健
思想ノ喚起並ニ問題ノ解決ニ至大ノ効果アルヲ｣ 認めた結果であった｡
｢調査研究機関｣ となっているがこれは ｢調査研究｣ と ｢実地ニ適用シ学
俗ノ連絡調和ヲ図｣ ることも想定された応用的効果を伴う中央機関であっ
たといえよう｡
また②を設置することの理由は次のごとく示された
(58)
｡
我国ノ如キ全国ニ亘リ小児ノ死亡率極メテ高キ国ニ於テハ中央ノ機関ニ
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依リ之カ組織的調査研究ヲ竭スト共ニ比較的僅少ノ経費ヲ以テ其ノ効果
ヲ国民一般ニ及ホスノ施設ヲ採ラサルヘカラス而テ都鄙ニ亘リ一般国民
ニ対シ最モ効果ノ普遍的ニシテ且ツ経費比較的些少ナルハ小児保健所ノ
施設ナリトス
保健衛生調査会で提示されたこの ｢小児保健所｣ は ｢医師及保護婦ヲ中
心トシテ一定区域ヲ限定シ管内ノ小児ニ付テ連続的ニ実際ヲ観察指導シ家
庭ニ於ケル保健方法ノ効果ヲ発揮｣ することが期待される｡ すなわち前章
で取り上げた内務省衛生局の海外の動向に関する調査・研究の成果の中に
見える ｢観察指導｣ が予定される機関であった｡ ｢小児ノ保健増進上一般
国民ノ育児方法ヲ改善スルコト最モ根本ニシテ必要｣ とする保健衛生調査
会は, ｢地方ニ奨励｣ し, 必要に応じて ｢国家ニ於テ助成ノ方法ヲ採｣ る
ことも踏まえながら, ｢小児保健所｣ の普及を目指したのである｡
上記の如く同会では, ① ｢小児保健調査研究機関｣ 及び② ｢小児保健所｣
の設置を実現するべく内務大臣への答申案としたのであるが, この案を作
成するにあたり ｢財政ノ現況ニ鑑ミ今直ニ之カ実現ヲ期シ難キ虞ナシトセ
ス｣ との判断から ｢本答申案ニ掲クルカ如キ施設ノ実施ヲ見ルニ至ルマテ
如何ナル方策ヲ執ルヘキカニツキ考究｣ するという立場がとられた
(59)
｡ これ
までの研究において, この ｢小児保健所｣ については ｢調査会の考え方が
かたまるまでに, この案はどうも経費がかかりすぎるから, もっと安あが
りの方法も考えてみる必要があるという声もつよかった｣ と指摘されてき
たが
(60)
, この保健衛生調査会の政策形成過程を踏まえるならば, ｢小児保健
所｣ のみならず, ①の ｢小児保健調査研究機関｣ を合わせて, 財政上の観
点から検討されたとしなければならない｡ 従来, この ｢小児保健所｣ は
｢予防行政｣ を進めるという視点ではなく, ｢母子保健｣ とより直接的に関
係づけながら紹介されることが多かった｡ そのため①が考案される過程は
捨象されてしまっていたが, こうした研究動向は, 内務省の ｢予防行政｣
及び ｢母子保健｣ 双方の文脈において修正される必要がある｡
保健衛生調査会が ｢財政ノ現況ニ鑑ミ｣ て, より現実的な案を提出しよ
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うとしたことから, これら ｢施設｣ の設置を直ちに求めねばならないとす
る論調は抑えられ, 以後の議論では②の実現に向けた取り組みが優先され
る｡ この動きは, 内務省衛生局が ｢小児の保健施設として広く各国に普及
し最も代表的なものは小児保健所 (Infant-Welfare-Center)｣ であったとし,
この ｢施設｣ の動向に注視したのと方向性を同じくする
(61)
｡
｢小児保健所｣ に関心を寄せる保健衛生調査会は, 大正15年６月29日,
｢小児保護｣ を普及させるべく ｢小児保健所指針｣ を作成する
(62)
｡ これは①
｢趣旨｣, ② ｢組織｣, ③ ｢仕事の範囲｣, ④ ｢牛乳の供給｣, ⑤ ｢設備｣, ⑥
｢予算｣, より構成されていた｡ 以下, この時作成された ｢指針｣ に導かれ
ながら保健衛生調査会が打ち出した ｢小児保健所｣ に接近してみよう
(63)
｡
まずここでは, 西欧諸国の動向を踏まえながら, ｢小児保健所｣ の設置
は ｢母性及小児福祉事業｣ の一つとして位置づけられ, 英国では ｢殆んど
都市村落を通じて之 (｢小児保健所｣ ―筆者注) が設置を見ない所はなく
為に年々乳幼児死亡率の減少｣ を実現したとする｡ 保健衛生調査会にして
｢小児保健所｣ は ｢諸外国の実績に鑑みるに乳幼児死亡率低減策として最
も適切な施設｣ であった｡ 同会は ｢小児保健所｣ を設置することで ｢一定
区域に於ける妊産婦の健康相談と小児の定期的健康診断を行｣ い, また
｢妊産婦又は小児の家庭を訪問｣ し, それら生活者の ｢衛生的指導監視｣
を行うことで ｢乳幼児死亡率低減策｣ としようとしたのである｡ この判断
は 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』 に見える衛生局の認識と一
致する｡
またわが国では諸外国と比較し ｢保健所に来所する風習に乏｣ しく, か
つ ｢衛生的知識に欠くる所｣ があったことから ｢健康相談等の事業｣ と共
に予定される ｢家庭訪問｣ には一層 ｢力を注ぎ｣, その ｢職務範囲を拡張｣
して ｢育児栄養の心得等につき簡単な指示は直接之を行はしむる必要｣ を
認めていた｡ さらに ｢乳幼児の栄養を十分にする為人乳栄養を得る事の出
来ない者｣ に対しては, ｢小児保健所｣ の仕事の一つとして ｢牛乳｣ の
｢配給を行はしめるときは便宜且つ有効｣ とされた｡ 加えてこの構想では
その管轄区域の ｢中心｣ となるような適当な場所に ｢小児保健所｣ を設置
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し, ｢小児保護｣ の実現を図ろうとしていた｡
｢小児保健所｣ には ｢医師｣, ｢保健婦｣, ｢看護婦｣ の配置が予定される｡
このうちまず ｢医師｣ は, ｢一定地域内に於ける妊産婦, 乳幼児の発見,
母性及小児保健に関する教養及宣伝の事項｣ を担い, より具体的には以下
のような仕事が想定された
(64)
｡
妊産婦に関するもの
イ, 妊産婦の診察並に尿其の他排泄物の検査｡
ロ, 妊産婦の疾病に対する簡単なる治療｡
ハ, 妊娠, 産褥に関する一般相談及其の教示｡
乳幼児に関するもの
イ, 乳幼児の診察及育児上の相談｡
ロ, 病児又は異常児の疾病に対する簡単なる治療｡
ハ, 乳幼児の定期的身体検査｡
ニ, 育児用牛乳の供給, 調理の監督及其の指導｡
ホ, 乳幼児の一般疾病及伝染病に対する注意｡
へ, 種痘及予防注射｡
｢医師｣ の仕事は, ｢妊産婦に関するもの｣ と ｢乳幼児に関するもの｣
に基づき整理され, 余裕があれば ｢母親等を集めて妊産育児に付ての教養
や衛生講和｣ に取り組むこととなっていた｡
次に ｢保健婦｣ は ｢一定地域内の妊婦及乳児の居る家庭を訪問｣ し,
｢妊婦及乳児をして小児保健所｣ において ｢健康相談｣ を受けるよう ｢勧
誘｣ し, ｢来所｣ する意味を見出せない者に対しては ｢小児保健所の医師
の指導に基き積極的に妊娠中の心得や育児上の注意｣ を与え, 又は ｢相談
に応｣ じ, ｢小児保健所と妊婦及乳幼児を有する家庭との連絡を便ならし
むるやう｣ 取り組むことが期待されていた｡ ここから ｢保健婦｣ は ｢看護
婦, 産婆等の知識を有し特に妊産育児に関する或る程度の教養を経たるも
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のを以て理想｣ とされる｡ そして次のごとくその仕事が示された｡
イ, 保健婦は毎日 (日曜日を除く) 小児保健所に出勤し医師の指示に従
ひ一定の家庭を訪問す｡
ロ, 保健婦は訪問の際規定のカードに所要事項を記入し医師に報告し又
は医師の指示を家庭に伝ふ｡
ハ, 保健婦は妊産婦発見の為め常に関係官署方面委員又は産婆等と連絡
を取る仕事をなす｡
ニ, 出産届及種痘等に関する心得を家庭に教示す｡
ホ, 保健婦は医師の指示に従ひ牛乳調理法の教示, 離乳期の食物乳児の
取扱及被服居室等の教示をなす｡
ヘ, 妊娠, 産褥及疾病等に関する相談に応じ或る程度迄の指導をなす｡
さらに, ｢保健婦｣ の ｢妊産婦及び幼児｣ の家庭への訪問回数も検討に
付され, ｢保健婦｣ １名設置の場合にあっては以下の通りであった｡
訪問度数 保健婦一名の場合
妊婦一名に対し産前一回 一年四百回 (出生四百とす)
乳児一名に対し生後三回 一年千二百回
計 千六百回
保健婦一日の平均訪問回数 五回強 (但し日曜日祭日を除く)
この ｢訪問度数｣ はあくまでも一例であって, 適宜変更することができ,
｢保健婦｣ １名ではなく３名を配置することが可能な場合には ｢訪問すべ
き範囲｣ は ｢妊産婦, 乳児, 学齢前小児迄｣ となり, ｢訪問度数｣ は ｢妊
婦は産前一回, 乳児は生後始め一ヶ月三回, 生後二ヶ月より六ヶ月迄は月
一回, 七ヶ月より一歳迄は三月に一回, 二歳より六歳迄の幼児は年二回｣
であった｡
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保健衛生調査会の構想では ｢小児保健所｣ において配置される ｢医師｣,
｢保健婦｣, ｢看護婦｣ の人数を増やすことは可能とされ, その際には ｢保
健婦｣ を優先的に増員することが奨励された｡ 家庭を ｢積極的に訪問して
指導｣ することで ｢乳幼児｣ の健康相談事業の効果は高まるとの判断から
であった｡ ｢小児保健所｣ では ｢保健婦｣ の活動への期待が大きかったの
である｡
最後に ｢看護婦｣ は ｢毎日出勤し次のやうな仕事｣ を担った｡
イ, 医師の仕事の補助｡
ロ, 牛乳供給に際し医師の指示に従ひ牛乳稀釈調理配給等に関する技術
及事務の一般｡
看護婦の仕事は保健婦を以て代らしむるも差支ない｡
｢看護婦｣ には ｢乳幼児｣ の保護と ｢小児保健所｣ の宣伝を兼ねて牛乳
の供給を行うことが期待される｡ ｢牛乳の供給｣ は ｢小児保健所に於て母乳
を得ざるものに対し牛乳を供給することは小児保健所の利用効果を完から
しむる｣ ものであり, かつ ｢一般公衆に対し牛乳の調理法及之が取扱等の
衛生的思想を啓発せしむる｣ ために ｢適当なる方法の一つ｣ であった｡ こ
こでは所管地域内の出産を400と仮定すると, そのうち約５％に牛乳需要
があると見込み, これらに ｢低廉なる価格｣ において販売することとした
(65)
｡
一年間牛乳購入費 一, 〇八〇円
一年間砂糖及其の添加物購入費 三〇〇円
計 一, 三八〇円
一年間牛乳廉売価格 四三二円
差 引 九四八円
ところで当該指針では, この保健所を運営するための予算も計上されて
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(表１) 備品費
(単位：円)
40 寝台一個
60 テーブル三個 (一個20円)
35 椅子五個 (一個７円)
150 戸棚三個 (一個50円)
100 体重計二個 (乳児用一個, 幼児用一個)
15 身長計一個
5 聴診器一個
10 検尿器一式
3.6 巻尺三個 (一個1.20円)
4.5 試験管台三個 (一個1.50円)
100 冷蔵器一台
200 加熱殺菌器一台
60 暖房器
1 打診槌二個 (一個0.50円)
5.1 舌壓子三〇本 (一本0.17円)
1 耳鏡一個
3 反射鏡一個
2.5 懐中電灯一個
35 煮沸消毒器一個
9 体温器三個 (一個３円)
1.6 ブンゼン燈 (二個)
5 骨盤計一個
5 注射器
4 種痘用具
2.8 スピッツグラス一〇個 (一個0.28円)
5 メートルグラス
30 廻上天秤一台
22 上皿天秤一台
10 毛布二枚
2 枕一個
6 洗面器台一個
10 調剤用具一式
3 タオル二打 (一打３円)
30 予防衣六枚 (一枚５円)
3 ピンセット六個
3 口頭巻綿子一〇本 (一本0.3円)
6 音叉二個 (一個３円)
8 瓶架一台
3.5 舌壓子同一個
7 ガーゼ消毒鑵一個
1 膿盆一個
50 牛乳瓶五〇〇本 (一本0.1円)
(｢附 小児保健所指針｣ 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第十一回報告書』,
昭和２年より作成｡)
いた｡ 保健衛生調査会が設備面等から ｢小児保健所｣ をいかに構想してい
たかを知るためにその概要を検討してみよう｡ まず当該保健所の総額は
6,812円であり, うち備品費が1,060円60銭, 人件費2,720円, 消耗品費2,431
円40銭, 家屋借入費600円であった｡ 備品費, 人件費, 消耗品費の内訳は
それぞれ (表１, ２, ３) の通りである｡
｢小児保健所｣ は少なくも ｢診察室｣, ｢牛乳調理室｣, その他１, ２の
｢室｣ を用意することとされ, 妊産, 育児等に関する講習会等を開催する
場合には, これに対応するための ｢室｣ も必要とされていたが, ここに家
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(表２) 人件費
(単位：円)
900 嘱託医師一人 (一月平均75円)
720 専任保健婦一人 (月60円)
600 専任看護婦一人 (月50円)
500 賞与
(｢附 小児保健所指針｣ 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第十一回報告書』,
昭和２年より作成｡)
(表３) 消耗品費
(単位：円)
60 水道 (月５円)
240 瓦斯代 (月20円)
36 電灯代 (月３円)
150 氷代一日平均三貫目
300 砂糖其他添加物
1,080 牛乳代二十一石六斗 (一斗５円)
66 アルコール一二〇磅 (一磅0.5円)
50 消毒薬液代
41.4 ガーゼ三十六個 (一個1.15円)
30 脱脂綿一月五袋
30 小票 (カード) 三, 〇〇〇枚
18 診察簿出納簿其の他計六冊
30 筆, 紙, 墨, 文具
200 諸薬品代
100 雑費
(｢附 小児保健所指針｣ 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第十一回報告書』,
昭和２年より作成｡)
屋借入費が計上されていることから判明するように, 必ずしも ｢小児保健
所｣ のために建物を新築することが想定されていたわけではない｡ そして
医療器具, 薬品等や冬季保温の装置, 牛乳調理用の殺菌器, あるいは冷蔵
器の設備等の設置をすることで, ｢乳幼児｣ の健康増進が企図された｡
保健衛生調査会では, 内務省衛生局同様, ｢児童保護｣ 実現のためここ
に ｢小児保健所設置指針｣ を明らかにし, その設置及び普及を促したので
あった｡
５ お わ り に
明治後期から大正期にかけて内務省衛生局は ｢予防行政｣ に力を入れ始
める｡ その結果, 保健衛生調査会が設置された｡ 当該期の ｢予防行政｣ に
は結核や寄生虫病対策に見られるような慢性伝染病への対応が重要視され,
また ｢母子保健｣, より具体的には人口政策上の課題として ｢乳児｣ や
｢幼児｣ の健康を実現するための対策が求められた｡ この ｢乳児｣ 等の対
策に関しては, 従来も取り上げられることはあったが, 保健衛生調査会の
活動や衛生局官吏の指摘を踏まえれば, これが従来意識された以上に重要
視されていたことが判明する｡ この点を裏打ちするように, 内務省衛生局
では ｢内務省主催児童衛生展覧会｣ や内務省官吏による講習会を実施し,
あるいは西欧諸国における動向を調査・研究するなどして ｢児童保護｣ へ
の認識を広め, そして深めていたのである｡
内務省主催の ｢児童衛生展覧会｣ は盛況のうちに幕を閉じたが, 内務省
はこれにとどまることなく地方においても同様の展覧会の開催を促した｡
その成果は室蘭の事例に早くも確認することができた｡ また氏原佐蔵内務
技師による講習会や内務省衛生局の西欧諸国の動向や諸制度の調査では,
｢児童保護｣, さらには ｢小児保護｣ への取り組みが重要となる事を知らし
めた｡ そしてこの内務省衛生局の意向は, 保健衛生調査会でも共有されて
いく｡ 同会は内務大臣への答申案の中に ｢小児保健調査研究機関｣ 及び
｢小児保健所｣ の設置を盛り込んだのである｡ 前者は内務省衛生局が西欧
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諸国の諸制度を紹介する中で言及してきたのと同様, 中央の ｢小児保護｣
のための ｢施設｣ で, その健康増進を実現するための調査・研究, 及びそ
の応用, もしくは住民への適用を任務とした｡ 一方後者も内務省衛生局が,
西欧では ｢小児保健所 (Infant-Welfare-Center)｣ として設置され, ｢一定
区域ヲ限定シ管内ノ小児ニ付テ連続的ニ実際ヲ観察指導｣ する ｢小児の保
健施設｣ として ｢最も代表的｣ としたものであった｡
保健衛生調査会では, これら二系統の ｢施設｣ の設置を求めるも, ｢財
政ノ現況｣ に鑑み, 以後の議論では後者の実現に向けた動きを加速させる｡
その結果作成されたのが ｢小児保健所指針｣ である｡ 同会はこれにより
｢乳児及幼児ノ死亡率低減ニ関スル一方策トシテ地方ニ勧奨シテ小児保健
所ノ設置ヲ促｣ すこととした｡
この指針の中に見える ｢小児保健所｣ には ｢医師｣, ｢保健婦｣, ｢看護婦｣
が配置される｡ 特に ｢保健婦｣ の活動には関心がもたれ, その積極的な家
庭訪問が必要とされた｡ また母乳を与えることが困難であるときには牛乳
が活用されることとなっていた｡
人口政策上, ｢乳児｣ や ｢幼児｣ の死亡率の推移は重要であった｡ そこ
で内務省衛生局および保健衛生調査会は ｢小児保健所｣ を通じた ｢観察指
導｣ の効果的活用により, ｢乳幼児｣ の死亡率の低下を目指したのである｡
＜謝辞＞瀧澤仁唱先生には様々な場面においてご指導を賜りました｡ 先生の
学恩に対して深甚なる感謝の意を表します｡
注
(１) 挟間茂は昭和11年に自らが内務省衛生局長に就任した際, ｢従来医療
行政とか防疫などが中心であったわけです｡ 伝染病に対する防疫, これ
は, そのこと自体国家的に見まして非常に重要なことと思います｡ しか
し, 国民の保健衛生問題を広い視野から考えますと, むろん防疫治療と
いうことも大事であるけれども, まず人の体を作ることが先決である,
つまり病気にならないようにするということを強調しなければならない
と思いますので, 私は衛生局長になったとき課長諸君を集めてよく協議
して衛生行政のスローガンとして ｢治療行政より予防行政へ｣ というこ
内務省 ｢予防行政｣ の展開と ｢小児保健所｣ 構想 225
とを大きな柱といたしました｣ と往時を振り返る (内政史研究会 『挟間
茂氏談話速記録』 (内政史研究資料第31, 32, 33集), 120～121頁)｡
(２) 清水勝嘉は ｢明治から大正に時代が移るに従い, 伝染病対策は従来の
急性伝染病から慢性伝染病対策へ関心を移していった｣ と指摘する (清
水勝嘉 『昭和戦前期 日本公衆衛生史』 不二出版, 1997年, 10頁)｡
(３) 『東京都衛生行政史』 は ｢防疫を根幹とし, 取締まりに重点がおかれ
て運営されてきた衛生行政は, 第一次世界大戦以来世界の衛生思潮の推
移にともなって, 次第に国民保健の増進を目的とした積極行政への移行
を示した｡ しかしながら, 保健指導の中心は結核対策および乳幼児死亡
率低下を目ざす母子衛生対策に置かれていた｣ と指摘する (東京都 『東
京都衛生行政史』, 昭和36年, 20頁)｡
(４) この間の事情を 『内務省史』 は ｢衛生行政の重点が, 急性伝染病から
慢性疾患の予防対策に移行していくにつれ, 伝染病の感染の取締りだけ
でなく, その早期発見と早期治療についての保健指導が必要となり, ま
た, 高い乳児死亡率についての対策が問題となり, さらに, 国民体位へ
の関心が高まるにつれて, 積極的な健康増進への施策が要請されること
になって, サービス的な積極的衛生行政の分野は, 必然的に拡大されて
くることとなった｣ と紹介する (大霞会編 『内務省史』 (第三巻) 原書
房, 昭和56年, 216頁)｡
(５) 日本公衆衛生協会編 『公衆衛生の発達－大日本私立衛生会雑誌抄－』
昭和42年, 780頁｡
(６) 生江孝之は大正12年の 『社会事業綱要』 の中で ｢児童保護に関する最
近の思潮｣ を紹介し, ｢『予防は治療に勝る』 との観念を第一に数へ得る
と思ふ｣ との見解を示す (一番ケ瀬康子編 『生江孝之集』 鳳書院, 昭和
58年, 213頁)｡
(７) 拙著 『長与専斎』 長崎文献社, 2019年｡
(８) 拙稿 ｢衛生官僚たちの内務省衛生行政構想と伝染病予防法の制定｣ 日
本法政学会 『法政論叢』 (512), 2015年｡
(９) 林茂香・野村寛共編 『伝染病予防法注釈』, 明治30年, 52頁｡
(10) 明治後期から大正期にかけて ｢公衆の健康増進を目的とし, 且公衆の
健康保持に必要なる社会的条件を維持せんが為め, 公衆の健康に毀損を
加ふべき各種の社会的原因を除去せんとする積極的の衛生行政｣ に注目
が集まる｡ これが ｢保健衛生行政｣ であった (亀山孝一 『衛生行政法』
松華堂書店, 昭和８年, 4～7 頁)｡
(11) 厚生省 『医制百年史』 (記述編) ぎょうせい, 昭和51年, 191頁｡
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(12) 前掲 『衛生行政法』, 18頁｡
(13) 『官報』 (1172号), 大正５年６月28日｡
(14) 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第一回報告書』, 大正６年４月, 14～
16頁｡
(15) 前掲 『保健衛生調査会第一回報告書』, 15頁｡
(16) 北里研究所 『北里研究所二十五年誌』, 昭和14年, 241～242頁｡
(17) 前掲 『保健衛生調査会第一回報告書』, 16～17頁｡
(18) 前掲 『保健衛生調査会第一回報告書』, 27～35頁｡
(19) 前掲 『保健衛生調査会第一回報告書』, 1～４頁｡
(20) 前掲 『内務省史』 (第三巻), 234頁｡
(21) 厚生省 『厚生省五十年史』 (記述編) 中央法規, 昭和63年, 80～81頁｡
(22) 氏原佐蔵 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』 大日本私立衛生会,
大正11年｡
(23) 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第五回報告書』, 大正10年, 14～16
頁及び20頁｡ なお, この ｢第一号議案｣ は ｢児童保護｣ のための15項目
を取り上げた｡
(24) 大原社会問題研究所 『日本社会事業年鑑』 (大正10年), 72～74頁｡
(25) 東京教育博物館 『東京教育博物館一覧』, 大正10年, 25頁｡
(26) 付帯事業としての身体検査は10月24日～11月22日 (11月17, 18日を除
く) 行われた (武崎宗三 『児童衛生展覧会ニ於ケル児童身体検査成績』
内務省衛生局, 大正10年, 1 頁～４頁)｡
(27) 前掲 『日本社会事業年鑑』 (大正10年), 73～74頁｡
(28) 室蘭区連合衛生組合編 『室蘭児童衛生展覧会誌』, 大正12年, 44頁｡
なお室蘭の展覧会は, 大正９年10月に開催された ｢内務省開催ノ児童衛
生展覧会｣ を受けてその重要性に鑑み開催が実現したのであった (前掲
『室蘭児童衛生展覧会誌』, 1 頁)｡
(29) 氏原佐蔵は内務技師として内務省衛生行政にかかわり, また, 西欧諸
国の衛生行政機関についての調査経験も有していた｡ 例えば, 内務省衛
生局が大正10年にまとめた 『拂・瑞・墺・伊国中央衛生行政機関』 は,
氏原佐蔵の欧州調査に基づいたものであった (拙稿 (共著者：笠原英彦)
｢医療政策の形成と展開｣ 大山耕輔監修 『公共政策の歴史と理論』 ミネ
ルヴァ書房, 2013年, 70頁)｡
(30) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』｡ 本資料は表紙, 目次
及び本文38頁よりなる｡ 当該資料には頁番号が付されていないため, 便
宜的に本文冒頭より１頁とした｡
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(31) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 1 頁｡
(32) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 31頁｡
(33) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 1～2 頁｡
(34) ただし, ｢児童期 Kinderalterの最高限界に付ては個人性による差異あ
り, 之を生理学上より一定せんことは困難である, 然るに国家が立法上
に之を規定せんとせば中庸を逸せざる年齢を以てせねはならぬ｡ 児童福
祉増進に関し昨一九二一年末に法律を審議した独逸では十六歳とせられ
た, 我邦の現状に於ても恐くば此辺を以て限界とするが穏当ならんかと
思はれる｣ とする (前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会施設』, 2 頁)｡
(35) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 4 頁｡
(36) 妊娠中であれば, 母親の ｢不良なる生活状況｣, 例えば ｢栄養不良｣
や ｢過度なる心身の疲労｣ 等のため児童が ｢生活薄弱｣ となり死亡して
しまうのを防止しようとし, ｢産婦保護｣ では, ｢出産に付て正当なる知
識を授｣ けること, ｢充分素養ある産婆の普及を図｣ ること, 妊婦の
｢骨盤及ひ胎児の位置に異常の有無｣ を確認すること, 産婦の境遇を調
査すること, 産院に入院の必要のある者に対応することを予定した｡ そ
して ｢産褥婦の保護｣ では, 産褥熱や出血など ｢分娩に因する障害｣ に
対する処置と ｢生殖器の恢復｣ に主眼が置かれた (前掲 『妊産婦及児童
保健に関する社会的施設』, 4～8 頁)｡
(37) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 11～12頁｡
(38) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 12～15頁｡
(39) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 19～20頁｡
(40) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 21頁｡
(41) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 23～24頁｡
(42) 氏原は ｢余は将来時勢と人とを得て衛生行政機関の拡張と共に各国の
例に倣ひ独立の一分課を為さねばならぬと信ずるものである｣ としてい
た (前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 24頁)｡
(43) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 25頁｡
(44) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 29～31頁｡
(45) 前掲 『妊産婦及児童保健に関する社会的施設』, 31～38頁｡
(46) 内務省衛生局 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 大正13年｡
(47) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例２頁｡
(48) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例 1～2頁｡
(49) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』 1～2 頁｡
(50) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例 1～2頁及び 3～
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16頁｡
(51) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例２頁｡
(52) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例３頁｡
(53) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例 3～4頁｡
(54) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例４頁｡
(55) 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第九回報告書』, 大正14年, 14～15
頁｡
(56) 前掲 『保健衛生調査会第九回報告書』, 16～17頁｡ なお, 亀山孝一の
理解では ｢小児保健｣ に見える ｢保健衛生行政｣ とは ｢主として公衆の
健康増進を目的とし, 且公衆の健康保持に必章なる社会的条件を維持せ
んが為め, 公衆の健康に毀損を加ふべき各種の社会的原因を除去せんと
する積極的の衛生行政である｡ 従って衛生行政中, 保健衛生行政は其の
根本的のものと云ふべく其の範囲も亦広汎である｡ 即ち飲料水, 飲食物
其の他栄養に関する行政並に取締, 公園療養地等に関する衛生的行政,
清潔保持に関する行政, 衛生思想の普及及び栄養の改善等が其の領域内
に属するのであって, 衛生行政中最も発展の余地多いのである｣ とされ
る (前掲 『最新衛生行政法』, 4～5 頁)
(57) 前掲 『保健衛生調査会第九回報告書』, 17～18頁｡
(58) 前掲 『保健衛生調査会第九回報告書』, 18～19頁｡
(59) 前掲 『保健衛生調査会第九回報告書』, 15頁｡
(60) 前掲 『公衆衛生発達史－大日本私立衛生会雑誌抄－』, 780頁｡
(61) 前掲 『欧州各国に於ける母性及小児の保健施設』, 凡例２頁｡
(62) 保健衛生調査会 『保健衛生調査会第十一回報告書』, 昭和２年, 23～
24頁｡ なお同指針は, 『官報』 第43号, 49号に掲載された｡ 前掲 『公衆
衛生の発達－大日本私立衛生会雑誌抄－』, 781～786頁などにおいても
紹介されている｡
(63) ｢附 小児保健所指針｣ 前掲 『保健衛生調査会第十一回報告書』, 25頁
以降所収｡ この指針は, 目次及び本文13頁よりなる｡
(64) この指針では ｢医師｣ は, 必ずしも専任である必要はなく, 2, 3 カ
所の ｢小児保健所｣ を兼任することのほうが ｢有利｣ とされ, 小児科産
科に通暁し, 女医が ｢好都合｣ とされた｡
(65) 月齢に依る牛乳稀釈及砂糖の加へ方は保健衛生調査会編纂の ｢乳児の
育て方｣ 記載に依っていた｡ また購入費の積算根拠は, ｢一日一人平均
乳児の所要牛乳量を五四〇瓦 (三合) とす然るときは一日所要牛乳一〇,
八〇〇瓦 (六升) 一月三二四, 〇〇〇瓦 (一石八斗) 一年三, 八八八,
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〇〇〇瓦 (二十一石六斗) となる一八, 〇〇〇瓦 (一斗) 五円において
牛乳を購入するものと仮定し之が一年の牛乳代一, 〇八〇円｣ とされた
(前掲 ｢附 小児保健所指針｣, 7～8 頁)｡
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